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1.　はじめに

1995年に東京で開催された第 2回世界気象機関
（WMO）大気・海洋データ同化シンポジウムにおいて，
日本の海洋学者たちは，海外でデータ同化が新たな学問
として追求されていることに大きな衝撃を受けた。この
ことは，同年 7月の第 1回データ同化夏の学校の開催な
ど，日本で本格的な海洋データ同化研究が開始される
きっかけとなった。それから 20年あまり，日本の海洋
データ同化研究は大いに進展し，世界に伍する様々な成
果を上げた。例えば，2004年には，海洋データ同化シス
テムを活用することにより，それまで日本の海洋学に
とって大きな課題であった黒潮大蛇行の予測に成功した。
また，世界で唯一の 4次元変分法（4DVAR）大気海洋結
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合データ同化システムの開発にも挑戦した。その他，
2005年には，大型クラゲのリアルタイム漂流予測にも成
功し，海洋データ同化システムを活用したエルニーニョ
予測の精度も，この間，着実に向上した。そして現在で
は，海洋データ同化システムのプロダクトが一般に公開
され，政府や民間による海洋情報サービスや海洋研究に
利用されるようになっている。これらの成果は，これま
で日本の研究者が海洋学と数学の融合した新たな学問分
野として，データ同化の研究に真摯に取り組んできた結
果であるといえる。一方で，この 20年間の海洋データ同
化研究の進展が，海洋数値モデルの着実な精度向上と，
海面高度計，アルゴフロート，TAO/TRITONアレイな
どの海洋観測システムの継続的な発展に支えられてきた
ことも忘れてはならない。
しかしながら，昨今，新たな課題が顕在化しつつあり、
データ同化研究の進展を今後さらに継続させるためには，
これらの課題に取り組んでいかなければならない。例え
ば，今後は，単にデータ同化プロダクトを生成するだけ
でなく，その大容量で高精度なデータを有効に活用する
方法についても研究していく必要がある。そのためには，
多くの研究者とデータを共有し，その活用の成果につい
てフィードバックが得られるような体制の構築が求めら
れる。また，データ同化技術のさらなる高度化も必要で
ある。たとえば，日本周辺海域のデータ同化システムは
これまで主に黒潮流軸の変動やメソスケール渦などおお
よそ 100 km以上のスケールの現象を対象としていたが，
今後は沿岸域の変動の再現などに向けて，より細かなス
ケールの現象の再現を可能とするような同化システムの
開発が期待される。そのためには，面的海面高度計デー
タや流速データなどの新たな観測データの同化や，より
高度なデータ同化手法の導入が必要となる。また，海洋
大循環モデルだけでなく，海氷や潮汐，生態系などの新
たなモデル，あるいはそのコンポネントに対するデータ
同化手法の開発も期待される。その他，データ同化技術
を活用し，より効率的な海洋観測システムの設計を提案
することにより，海洋データ同化システムの精度向上に
貢献していくという方向性も考えられる。
上記のような背景のもと，日本海洋学会 2016年度春
季大会の期間中に行われたシンポジウム「海洋データ同
化 20年の歩みと今後の展望」では，日本における海洋

データ同化研究のこれまでの発展を主な功績を中心に振
り返り，その成果が海洋学の他，水産，気象，防災，海
運など様々な分野で活用されつつある現状と解決すべき
課題について総括し，今後の発展のための研究の方向性
や体制の構築について議論した。本稿は、日本の海洋
データ同化研究の今後の発展に資することを目的として，
上記シンポジウムの内容について改めて論ずる。

2.　日本海洋データ同化研究の歩み

2.1　黎明期から現業海況予測システムまでの道程

冒頭にもあるように，1995年のWMO大気海洋データ
同化シンポジウムのショックは大きかった。それを契機
として海洋データ同化夏の学校が開始され，日本での人
材育成が始まった経緯は，その活動を基に作成された
データ同化の教科書（淡路ら，2009）のあとがきに詳し
い。一方，1980年代の末には，九州大学応用力学研究所
（応力研）や東海大学で，衛星海面水温のパターンマッチ
ングによる表面流速の算出（Kamachi, 1989）など，デー
タ同化の先駆けとなる研究が始まっていた。やがて，日
本でも海洋でのデータ同化研究への機運が芽生え，1988
年 5月にパリで開催された政府間海洋学委員会（ IOC）
総会で山形俊男応力研助教授（当時）がフロリダ州立大
学の James O’Brien教授に日本で研究を始めるにあたっ
ての起点となる参考文献をご教示願った。その時に山形
助教授が O’Brien教授から頂いたメモ（Plate 1）が，日
本での海洋データ同化研究の始まり（の少なくとも 1つ）
である。
さて，WMOのシンポジウムが日本で開催された 1995
年当時には，人工衛星 TOPEX/Poseidon搭載の海面高
度計データが利用可能になるとともに，現在のアルゴ計
画の先駆けとなる中層フロートの技術開発も大幅に進展
していた。さらに海洋大循環モデルの性能も実用レベル
まで向上していた。この状況は，1970年代に気象学で
First GARP Global Experiment（FGGE）により天気予
報が開始された状況に酷似していた。そのため，フラン
スの気象学者 P. Courtierほかの提言により，FGGEに真
似て，海洋予報の現業的な実施をデモンストレーション
し，現業運用の開始を目指す Global Ocean Data Assimi-



Plate 1.　A note scratched by Prof. O’Brien for Japanese pioneers of ocean data assimilation. Provided by Masa-
fumi Kamachi. 
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lation Experiment（GODAE）計画を 1997～ 2008年に
実施することとなった（例えば，Dombrowsky, et al. , 
2009）。なお，その後 GODAEは予定通り実施され，
ユーザとの連携と更なる同化研究の発展を目指す GO-
DAE Ocean Viewとして，現在へと引き継がれている。
また、関連して「オペレーショナル海洋学」という分野
も誕生した。
一方，1990年頃の気象庁では，海洋の現況解析は主に
主観解析に，予測は主に統計的手法に頼っており，解
析・予測手法の現代化が望まれていた。そこで，1991年
頃より気象研究所（気象研）でも，海洋データ同化システ
ムの開発が進められた。まず TOPEX/Poseidonの海面
高度計データと観測船による現場海洋観測データを用い

た時空間代表スケールの算出と，それに伴う時空間最適
内挿法の開発（Kuragano and Kamachi, 2000）が行われ
た。その後，鉛直プロファイルの推定方法として相関投
影法，モデルへの挿入方法として時間先行ナッジング法
が導入され（Kamachi et al. , 2004a, b），気象庁第一世代
海況予報システム COMPASS-K（Comprehensive Ocean 
Modeling, Prediction, Analysis, and Synthesis System in 
the Kuroshio region）として 2000年に現業運用が開始さ
れた。このシステムは北西太平洋や日本近海の海況情報
の発信に用いられ，特に 2004年の黒潮大蛇行の予測の
成功をみた（Fig. 1）。また，油流出事故後の拡散予測や
海上保安庁での救命救難活動での基礎資料として利用さ
れ（Davidoson et al. , 2009），海洋予報現業の実施の一例



Assim/initial state (2004/05/09)   Forecast (2004/06/30)

Fig. 1.　Current fields at 70 m depth on 09 May 2004 estimated by data assimilation (left) and on 30 June 2004 
forecasted from 09 May 2004 (right) in COMPASS-K. The Kuroshio large meander is successfully forecasted in 
the red square in the right panel.
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として GODAE計画にも貢献した。
また，上記の成功と前後して，海況予報と全球の気候
変動（エルニーニョ・季節）予測のためのシームレスな初
期値作成を可能とするシステムの開発が，気象庁から求
められるようになった。そこで気象研では，水温・塩分
場の相関した変動を取り出すことを主眼として，水温・
塩分結合経験的直交関数（EOF）展開により背景誤差共
分散行列を逓減化する 3次元変分法MOVE（Multivari-
ate Ocean Variational Estimation；Fujii and Kamachi, 
2003）を開発し，変分法による観測データの品質管理や
解析場の密度逆転、異常な低水温などを防ぐ制約条件の
導入（Fujii et al. , 2005；Usui et al. , 2011）により精度向
上を図った。さらに，この手法を気象研共用海洋モデル
（MRI.COM）に基づく渦解像北西太平洋モデルに適用
し，気象庁の第二世代海況予報システムMOVE/MRI.
COM-WNP（Usui et al. , 2006；以後MOVE-WNP）とし
て，2008年に現業運用を開始した。このシステムでは，
歴史的に観測数の少ない塩分場の再現性を高め，水塊分
布の再現性を飛躍的に向上させた。また，黒潮大蛇行の
発生・解消のメカニズムの解明に大いに貢献した。例え
ば，Usui et al.（2008a）は，大蛇行の発生を引き起こす
九州南東沖の小蛇行の形成メカニズムの研究にMOVE-
WNPを用いた。また，Usui et al.（2008b）は，MOVE-

WNPを用いて，日本の南岸で上層の小蛇行が下層の高
気圧性渦と共に傾圧不安定により発達し大蛇行へと至る
過程（Fig. 2）を明らかにした。
その後，気象庁では，上記システムを 4DVARに拡張

した第三世代海況予報システムMOVE/MRI.COM-
WNP-4DVAR（Usui et al. , 2015）の現業運用を 2016年
より開始している。同システムの導入により，黒潮流軸
の詳細な変動や沿岸水位の再現性は飛躍的に向上した。
気象研では，高精度な海況予報現業の実現のために，
1990年代から 4DVARの研究を行ってきたが（Kamachi 
and O’Brien, 1995；Zhu and Kamachi, 2000；Fujii et al. , 
2008），その志が 20年以上の歳月をかけてようやく結実
したといえる。

2.2　日本海・東シナ海海況予測の発展

1997年 1月に日本海南部で発生したタンカー「ナホト
カ号」の沈没事故は，沿岸環境に与えた被害も甚大で
あったが，海洋物理学の観点からしても，流出重油の移
動過程をほとんど予測できず，関係者に大きな反省を強
いることとなった。これを受けて，九州大学応力研は，
その後，精力的に流出重油の漂流シミュレーションに取
り組んだ。例えば，Varlamov et al.（1999）は，A吹送
流のみ，B気候的な海流を考慮した場合，C海流モデル



Fig. 2.　Formation of the Kuroshio large meander and the relevant anticyclonic eddy in the deep layer in the 
prediction initialized on 1 June 2004 by MOVE-WNP. Contours show potential density fields at 400 m depth 
(contour interval: 0.1 kg m-3) and arrows show horizontal velocity at 3000 m depth (units in cm s-1). Valid dates 
are denoted at the top of each panel. Adjusted from Usui et al. (2008).

Fig. 3.　Simulated spread of spilled oil 18 days after the Nakhodka accident on 2 January 1997 in experiments 
A-D. Advection of the spilled oil is calculated from wind drift currents alone in experiment A, climatological 
ocean currents in experiment B, ocean currents simulated by an ocean model in experiment C, and ocean cur-
rents simulated by an ocean data assimilation system in experiment D. Cited from Varlamov et al. (1999).
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Fig. 4.　Area of distributing Giant Jerry Fish on 20 
July (nowcast), 19 August, and 18 September (fore-
casts), in 2005 simulated by RIAM Ocean Model. 
Cited from Fishery Research Agency (2005). 
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によるシミュレーションを利用した場合，Dデータ同化
モデルの場合，の 4通りの漂流実験を行い，その各々で
油粒子の挙動が全く異なることを示した（Fig. 3）。当時
のデータ同化はまだ精度が不十分であり，漂流物質の挙
動を正確に再現するためには，さらなる改良が必要とさ
れた。
その後，Hirose et al.（2005）や Hirose et al.（2007）な

どにより，矢継ぎ早に日本海の海況予測モデルが改良さ
れた。特にユニークな取り組みとして，対馬海峡の海流
データ（ADCP観測値）とモデル流速とをマッチアップ
し，海底水深の逆推定する試み（Hirose, 2005）が挙げら
れる。また，2005年には，急速に被害が拡大していた大
型クラゲ漂流のリアルタイム予測に成功し（Fig. 4），日
本海の海流の再現性や予測精度が実用レベルに達してき
たことが広く認知されることとなった（水産総合研究セ
ンター，2005）。2008年には，日本海区水産研究所（水産
総合研究センター）と第九管区海上保安本部（海上保安
庁）でそれぞれ海況予測での利用が開始された。前者で
は水産資源の変動要因の調査を，後者では漂流物予測の

精度向上を主な狙いとしている。近年では，水平メッ
シュを 1.5 kmまで高分解能化した沿岸モデルを開発し，
定置網漁業に甚大な被害を及ぼす急潮発生の数値予測に
も成功している（Hirose et al. , 2016）。
現在，この海況予測システムは，日本海に流入する
様々な物質や水産資源が東シナ海や大陸沿岸を起源とし
ていることを考慮して，東シナ海へと拡張され，
DREAMS と 呼 ば れ て い る（Hirose et al. , 2013）。
DREAMSでは，予測精度の向上のために，モデルグ
リーン関数による海洋モデルの経験的なパラメータ（粘
性係数や拡散係数）の最適化も実施している（Hirose, 
2011）。さらに，東シナ海と日本海とでは潮汐振幅に大
きな差があるため，主要分潮の位相と振幅の最適化も実
施している（Moon et al. , 2012）。また，さらなる高分解
能化にも取り組み，トカラ海峡を通過する黒潮を利用し
た海流発電や，久米島北東岸における海洋温度差発電の
エネルギー賦存量推定にも貢献している。

2.3　エルニーニョ予測と海洋データ同化の進展

エルニーニョの予測には，熱帯太平洋の海洋内部の状
態を把握することが必要不可欠であり，そのために，海
洋データ同化システムが広く用いられている。エルニー
ニョ予測における海洋の内部状態の把握の重要性が初め
て強く意識されたのは，1982年の終わりに発生したエル
ニーニョの時である。実はこの年の 10月，Tropical 
Ocean Global Atmosphere（TOGA）プロジェクトの計画
立案のために各国の研究者が一堂に会していたが，その
中で今まさに起きようとしていたエルニーニョに気づく
者は誰一人いなかったそうである（Philander, 1990）。す
でにこの時には衛星による海面水温観測も始まっていた
が，結局，エルニーニョの発生は十分に予測されなかっ
た。この苦い経験は，研究者らに海洋内部の観測の重要
性を強く認識させ，その後の TAO海面係留ブイ観測網
（TAOアレイ）の構築につながった。
1990年代になると，TAOアレイが熱帯太平洋全体に
展開され，多くの水温プロファイルがリアルタイムで観
測されるようになった。しかしながら，観測ブイの分布
は空間的にまだまばらであり，海洋変動を三次元的に把
握し，大気・海洋結合モデルによる予測を行うためには，
観測の無い海域についても適切な推定によりデータを埋



Depth (m) 
Bias ( C) RMSE ( C) 

1st GE 2nd GE 1st GE 2nd GE 

10 -0.134 0.029 0.572 0.487 

50 -0.120 0.079 0.620 0.553 

100 -0.471 0.030 2.386 1.121 

150 -0.584 0.120 1.893 1.536 

200 -0.350 0.129 1.391 1.202 

300 -0.259 -0.116 0.557 0.410 

Table 1.　Biases and Root Mean Square Errors (RMSEs) of temperature at each depth in the equatorial Pacific 
(2ºS-2ºN, 130ºE-80ºW) simulated by the first and second generation (GE) global ocean data assimilation sys-
tems. Argo float data that are not assimilated (20% of all Argo float data) are used for the reference. Adjusted 
from Fujii et al. (2011).
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シミュレーションの結果（再解析）が必要となるため，塩
分観測データが充実していなかった 2000年以前の同化
シミュレーションについても，2000年以後と同様の安定
した性能を持つことが望ましい。そのため，水温の観測
データからもある程度，塩分分布の推定が可能であるシ
ステム，すなわち，第 2世代の海洋データ同化システム
（Balmaseda et al. , 2009）が利用されるようになった（Ric-
ci et al. , 2005；Huang et al. , 2008など）。気象庁でも
2008年から，MOVE（2.1節参照）を利用した第 2世代の
全球海洋データ同化システムMOVE/MRI.COM-G（以
後，MOVE-G）の現業運用を開始している。
Fujii et al.（2011）は，MOVE-Gを用いて第 2世代の

システムの塩分同化の効果を検証している。MOVE-G
で塩分データを同化せず水温や海面高度データを利用し
たモデル塩分場の修正も行なわなかったものを第一世代
の結果と見なし，第 2世代である通常のMOVE-Gの結
果と比較したところ，第 1世代の同化システムには太平
洋熱帯域の表層，亜表層に低温バイアスが見られた（Ta-
ble 1）。塩分を調節せずに水温だけ修正するため，密度
成層構造が崩れ，現実に無い鉛直混合が生じたためであ
る。一方，第 2世代のシステムでは，成層構造を保つよ
うに水温の修正に合わせて塩分も調節するため，低温バ
イアスを生じておらず，水温の平均二乗誤差（RMSE）

めて格子点化したデータセットを作成する必要があった。
そのため，米国海洋気象局（NOAA）では，地球流体力
学研究室（GFDL）が海洋データ同化システムを開発し
（Derber and Rosati, 1989），そのシステムの現業運用を
米国環境予測センター（NCEP）が 1995年に開始した（Ji 
et al. , 1995）。また，日本の気象庁では 1994年頃から全
球海洋データ同化システムの開発を行い（石井，1997），
1999年には，それを用いたエルニーニョ予測を開始して
いる。ただし，この時期の海洋同化システムは水温デー
タのみを同化するいわゆる第 1世代の同化システムで
あった。
その後，2000年に TAOアレイは TAO/TRITONアレ
イへと拡張された（Ando et al. , 2017）。また，同年には
アルゴフロートによる全球的な観測網の構築を目指すア
ルゴ計画が開始され，2000年代中頃には，従来は少な
かった塩分の観測データが多く取得できるようになった。
海洋表層の塩分分布は，太平洋の赤道上に見られる塩分
フロントの移動やバリアレイヤーの形成を通して，エル
ニーニョの予測に影響を与える（Picaut et al. , 1997；
Maes and Belamari, 2011など）。そこで，アルゴ計画の
進展と共に塩分データの同化が可能な同化システムの開
発が開始された。一方，エルニーニョ予測のキャリブ
レーションでは，30年以上の長期間にわたるデータ同化
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が減少している。このように，第 2世代の登場は熱帯太
平洋水温場の精度向上にもつながっている。
以上のように，エルニーニョ予測のための海洋データ

同化技術は，これまで，海洋観測システムの発展ととも
に着実に進展してきたが，近年は問題も生じている。そ
れは，TAO/TRITONアレイの縮小である。TAO/TRI-
TONアレイは，2000年以降エルニーニョの予測に不可
欠な熱帯太平洋の水温プロファイルを多くの点で観測し
てきたが，2012年から 2014年にかけて維持予算の削減
のため，中央・東側部分の TAOアレイを構成する観測
ブイの数が著しく減少した（例えば，Fujii et al. , 2015）。
この問題は米国海洋大気庁（NOAA）の努力により一時
的には回復した。しかし，2014年以降には，TAO/TRI-
TONアレイの西側部分を構成している TRITONアレイ
を運用する海洋研究開発機構（JAMSTEC）が、観測ブ
イの削減を始めている。そのため，研究コミュニティで
は Tropical Pacific Observing System 2020プロジェク
ト（http://tpos2020.org）を立ち上げ，より効率的な熱帯
太平洋観測システムを検討するとともに，海洋データ同
化システムに対する観測システムの変化の影響をモニ
ターするための海洋再解析リアルタイム相互比較を 2014
年より実施している（Xue et al. , 2016）。

2.4　 気候変動に対する 4DVAR結合同化システム開発
への挑戦

日本の海洋データ同化コミュニティは，気象学者らと
も連携し，「気候変動」，「4DVAR」，「結合同化」という
3要素をあわせもつ極めて野心的なシステムの開発にも
挑戦した。とりわけ，2002～ 2006年度に実施された文部
科学省受託研究「人・自然・地球共生プロジェクト」第
7課題は，この挑戦を世界へ羽ばたかせ，データ同化研
究コミュニティの拡大や発展に大きな役割を果たした。
プロジェクト課題として掲げられた目標は，統合的な全
球大気海洋結合再解析データセットの作成であったが，
実際の研究開発現場で多大な労力が費やされたのは，そ
の一歩手前の結合同化システムの開発である（Sugiura 
et al. , 2008）。観測データ情報を取り込んで現実的な気候
シミュレーションを行うため，そもそもの結合モデル制
御可能性の探求から始まり，同化システム構築と改良，
実験遂行，検証解析を粘り強く繰り返す必要があった。

最初の成果は，結合モデルのパラメータ最適化による
「気候値同化」の実現である（Mochizuki et al. , 2007）。
結合モデルの海面や陸面における大気との熱や運動量の
交換式に結合係数（規定値は 1）というパラメータを導入
し，それを制御変数として時空間的に最適化することに
よって，気候値バイアスが小さな気候モデルシミュレー
ションに成功した。結合係数による結合気候モデルの制
御可能性を実証したことが重要な成果である。これに続
き，制御変数として結合係数とともに海洋初期値を最適
化することによって季節経年規模の気候変動を再現する
「経年変動同化」にも成功した（Mochizuki et al., 2009）。
さて，再解析データセット作成は学界に対する貢献度
が非常に高い成果であるが，一方，気候変動に対する
4DVAR結合同化システムを開発した価値は，以下に述
べるようにもっと別なところにもあると考えられる。
第 1には，4DVARに付随するアジョイントモデルは，

時間方向の逆演算モデルであるから，個別の事象に対す
る感度解析や逆追跡を結合系として直接実施できる強力
なツールとなることである。いわゆる輸送モデルではな
く，波動による情報伝播も表現でき，その起源を他の物
理量にも遡って確率的に推定できる。このため，同化シ
ステム構築の取り組みと並行して，結合逆演算モデルの
気候変動研究での感度解析ツールとしての有用性の検証
が進められた。短期気象現象に対する逆追跡（1週間程
度）は期待通りの動作が確認され，例えば，ある降水事
例に対する水蒸気供給源を遠く離れた海面水温偏差に遡
ることに成功した（石田ら，2005）。ただし，アリュー
シャン低気圧変動の起源を熱帯海洋に遡るという例題な
ど，振幅が必ずしも大きくないゆっくりした気候変動要
因を個別に逆追跡することは容易でなく，今後の課題で
ある。
第 2には，最適化された制御変数の時空間分布の物理

的な理解によって，結合気候モデルの弱点の修正方法に
関する提言を期待できることである。もし，同化実験に
おける結合係数の最適化が単にモデル誤差の局所的な結
合係数値への押し付けであるならば，最適化により推定
された時空間構造に物理的な意味はほぼなく、結合気候
モデル開発への貢献はあまり期待できない。しかし実際
には，部分的であれ，結合係数の最適化は物理的な何か
を反映することが示唆される。例えば，熱帯海洋上の結
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合係数最適値は，大気対流活動の活動度やそれに伴うモ
デル格子内での微小擾乱の強さとよく対応する（Mochi-
zuki et al. , 2007）。これはモデル物理の理解やスキーム
の開発・改良に重要な示唆を与えるものであり，潜在的
メリットとしてとらえられるのではないだろうか。
そして第 3には，結合同化結果の気候予測への応用が
期待されることである。これまでに 4DVAR結合同化シ
ステムは，エルニーニョ予測（Nishikawa et al. , 2015）や
数年先までの気候予測（Mochizuki et al. , 2016）におい
て，初期値化システムとして有効に機能することが実証
されている。ただし，これらの数値実験では予測計算実
施時の結合係数を規定値 1に固定している。一方で，結
合係数の何らかの最適化情報を予測計算にも使って，い
わば気候モデルの “改良 ”をおこなうことによって予測
性能をさらに向上させる試みもある。例えば，結合係数
最適値の時間変化を何らかの方法で適切に推定できれ
ば，予測性能はさらに向上するかもしれない（Masuda et 
al. , 2015a）。過去の結合係数最適値の時空間変動につい
て，支配的な物理プロセスや他の大気海洋変数との関係
を解き明かすことは予測システムの改良や物理メカニズ
ムの理解としてもとらえることができる。
ここで紹介した 4DVAR結合同化の基盤システムは 10
年以上前の大型プロジェクトの後押しがあって構築でき
たものである。しかし，今もなお現役として研究成果を
生み出せるレベルにあり，ここで挙げたように，さらに
大きな研究発展のポテンシャルを有する。個々の気候モ
デルに応じたアジョイントモデルや大きな計算機資源を
必要とするなど困難な点も少なくないが，野心的かつ奥
深い研究課題として，その発展が望まれる。

3.　データ同化プロダクトとその活用例

本節では，現在，日本国内の各現業機関や研究で用い
られているデータ同化プロダクトとその利用状況につい
て紹介する。

3.1　JCOPE2再解析および JCOPE-T-NEDO

JAMSTECアプリケーションラボが行っている研究計
画「日本沿海予測可能性実験 Japan Coastal Ocean Pre-
dictability Experiment（JCOPE）」では，日本近海にお

ける海流変動の予測可能性の理解を深め，さらにその結
果を社会や産業界での応用に用いる研究を進めている。
現在では極を除く準全球での 1/10度格子海流予測モデ
ル（宮澤・早稲田，2010）から，日本近海での 1/36度格
子海流・潮汐流同時予測モデル（JCOPE-T；Varlamov 
et al. , 2015），さらには 200 m格子での沿岸ダウンスケー
リングモデル（早稲田ら，2016）まで，最短で 1日毎に予
測を更新しながら研究者や産業界に予測・再解析プロダ
クトを提供する体制を構築している。
JCOPEでは，主要な再解析データとして，北西太平洋

の黒潮・黒潮続流，親潮，中規模渦の変動を記述するた
めに，衛星データおよび現場水温塩分データを海洋循環
モデル Princeton Ocean Model（POM）に同化した FRA-
JCOPE2再解析（以下 JCOPE2再解析）を作成している
（Miyazawa et al. , 2009）。JCOPE2再解析には，北西太
平洋（108-180ºE，10.5-62ºN）の深さ 6500 mまでの，水
位，水平流速，ポテンシャル水温，塩分データが，水平
1/12°格子で作成されている。データ同化手法は，MOVE
（2.1節参照）に準じている。衛星海面高度が利用可能な
1993年以後の日平均データが利用できる。現在の約 1週
間前までのデータが利用でき，現在進行中の海洋現象を
過去の事例と比較することも可能である。JCOPE2再解
析データの提供は，学術研究利用の場合には無償で行わ
れ て い る（http://www.jamstec.go.jp/jcope/htdocs/ 
distribution/index.htmlを参照）。
以下に，JCOPE2再解析データを使用した研究をいく

つか紹介する。まず Chang et al.（2015）は，ウナギの幼
生が産卵場所であるフィリピン沖からどのように日本沿
岸に達するか調べるため，JCOPE2再解析の流速にウナ
ギに見立てた遊泳力を加味した粒子を流し，従来，エル
ニーニョの影響が強調されてきた回遊の経年変動にフィ
リピン台湾振動が影響していることを明らかにした。こ
の研究は，（1）高分解能で中規模渦が再現されているこ
とが重要である（代わりに低分解能の同化データを使う
と良好な結果が得られない），（2） 3次元的な場が重要で
ある（ウナギは上下に移動する），（3）長期のデータがあ
るので経年変動を取り扱うことができる（Philippines-
Taiwan Oscillationに注目している），（4）データは物理
場だがアイディア次第で生態系などの研究にも応用でき
る，などの点で JCOPE2再解析のメリットを十二分に活



Fig. 5.　Snapshots of sea surface temperature (in °C) and current (in m/s) on 22 August 2015. (a) Daily mean of 
JCOPE2 reanalysis. (b) Hourly mean of JCOPE-T-NEDO at 12 JST, (c) As in (b) except for at 18 JST.
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かした例と言える。
一方，気象や気候分野では，近年，海洋フロントが大

気に与える影響の研究が進んでおり，高解像度の海洋再
解析が利用される機会も増えている。例えば Kawai et 
al.（2015）は，夏季の黒潮続流における 3隻の船舶によ
る同時観測が捉えた強い海洋フロントと上空の雲分布の
関係を考察し，JCOPE2再解析海面水温を下部境界条件
に使った領域大気モデルによる実験を行っている。
JCOPE2再解析では一般的な衛星由来の海面水温データ
に比べて観測に近い強い海洋フロントが再現されている
ので，上記の実験では続流をはさんだ雲高度の違いが良
く再現され，黒潮フロントの雲形成に果たす役割が明ら
かになった。この他にも，従来的な海洋物理分野での解
析データとして利用（例えば，Zhao et al. , 2014）や，高
解像度沿岸モデルの側面境界条件としての使用（例えば，
Isobe et al. , 2010）など，多くの利用例がある。
また，早稲田ら（2016）は JCOPE-T-NEDO再解析
データを作成した。これは，JCOPE2を側面境界条件と
してネストした，日本沿岸（125-148ºE, 24-48ºN）を対象
とする高分解能（1/36º）モデルによる再解析データであ
る。高分解能であるだけでなく，沿岸の海洋現象の理解
には欠かせない潮汐を外力に加えた JCOPE-Tを使用し
ている。データ同化については，JCOPE-Tの計算結果

から潮汐の変動を除いた場を JCOPE2再解析に 5日の時
間スケールでナッジングしている。この手法では，
JCOPE-Tの時空間分解能のデータを制御できる密な海
洋観測データは存在しないので，黒潮の流路などの大き
なスケールの現象を JCOPE2再解析に近づけることで現
実に近いと考えられる場を確保したうえで，時空間的に
細かい部分をモデル物理によって加えていると考えられ
る。データは 2002年からあり，1時間間隔という従来の
再解析にはない時間分解能である。このデータも公開さ
れている（上記の JCOPE2再解析の入手法を参照）。
Fig. 5に，JCOPE2と JCOPE-T-NEDOで得た同じ日

の九州・四国沿岸の海面水温と海流の分布を比較のため
に示す。JCOPE2に比べて，分解能の高い JCOPE-T-
NEDOの方が黒潮と沿岸の関わりを詳細に捉えており，
潮汐による時間変化も見ることができる。潮汐の変動が
入った高分解能のデータとして，日平均データでは判別
が難しい短周期の変動現象など，新たな研究での利用が
考えられる。例えば，Miyama and Miyazawa（2013）は，
JCOPE-T-NEDOの開発段階の潮汐を含まない高分解能
（1/36°）データで，黒潮急加速現象という JCOPE2再解
析では明瞭ではなかった現象について，地形との関係な
どを詳細に調べ，その形成メカニズムを提唱した。Mi-
yazawa et al.（2012b）は，2011年 3月の東日本大震災に



132˚E 134˚E 136˚E 138˚E 140˚E 142˚E
31˚N

32˚N

33˚N

34˚N

35˚N

132˚E 134˚E 136˚E 138˚E 140˚E 142˚E
31˚N

32˚N

33˚N

34˚N

35˚N

132˚E 134˚E 136˚E 138˚E 140˚E 142˚E
31˚N

32˚N

33˚N

34˚N

35˚N

132˚E 134˚E 136˚E 138˚E 140˚E 142˚E
31˚N

32˚N

33˚N

34˚N

35˚N

132˚E 134˚E 136˚E 138˚E 140˚E 142˚E
31˚N

32˚N

33˚N

34˚N

35˚N

132˚E 134˚E 136˚E 138˚E 140˚E 142˚E
31˚N

32˚N

33˚N

34˚N

35˚N

132˚E 134˚E 136˚E 138˚E 140˚E 142˚E
31˚N

32˚N

33˚N

34˚N

35˚N

132˚E 134˚E 136˚E 138˚E 140˚E 142˚E
31˚N

32˚N

33˚N

34˚N

35˚N

132˚E 134˚E 136˚E 138˚E 140˚E 142˚E
31˚N

32˚N

33˚N

34˚N

35˚N

132˚E 134˚E 136˚E 138˚E 140˚E 142˚E
31˚N

32˚N

33˚N

34˚N

35˚N

132˚E 134˚E 136˚E 138˚E 140˚E 142˚E
31˚N

32˚N

33˚N

34˚N

35˚N

132˚E 134˚E 136˚E 138˚E 140˚E 142˚E
31˚N

32˚N

33˚N

34˚N

35˚N

132˚E 134˚E 136˚E 138˚E 140˚E 142˚E
31˚N

32˚N

33˚N

34˚N

35˚N

132˚E 134˚E 136˚E 138˚E 140˚E 142˚E
31˚N

32˚N

33˚N

34˚N

35˚N

132˚E 134˚E 136˚E 138˚E 140˚E 142˚E
31˚N

32˚N

33˚N

34˚N

35˚N

132˚E 134˚E 136˚E 138˚E 140˚E 142˚E
31˚N

32˚N

33˚N

34˚N

35˚N

132˚E 134˚E 136˚E 138˚E 140˚E 142˚E
31˚N

32˚N

33˚N

34˚N

35˚N

132˚E 134˚E 136˚E 138˚E 140˚E 142˚E
31˚N

32˚N

33˚N

34˚N

35˚N

132˚E 134˚E 136˚E 138˚E 140˚E 142˚E
31˚N

32˚N

33˚N

34˚N

35˚N

132˚E 134˚E 136˚E 138˚E 140˚E 142˚E
31˚N

32˚N

33˚N

34˚N

35˚N

132˚E 134˚E 136˚E 138˚E 140˚E 142˚E
31˚N

32˚N

33˚N

34˚N

35˚N

132˚E 134˚E 136˚E 138˚E 140˚E 142˚E
31˚N

32˚N

33˚N

34˚N

35˚N

132˚E 134˚E 136˚E 138˚E 140˚E 142˚E
31˚N

32˚N

33˚N

34˚N

35˚N

132˚E 134˚E 136˚E 138˚E 140˚E 142˚E
31˚N

32˚N

33˚N

34˚N

35˚N

132˚E 134˚E 136˚E 138˚E 140˚E 142˚E
31˚N

32˚N

33˚N

34˚N

35˚N

132˚E 134˚E 136˚E 138˚E 140˚E 142˚E
31˚N

32˚N

33˚N

34˚N

35˚N

132˚E 134˚E 136˚E 138˚E 140˚E 142˚E
31˚N

32˚N

33˚N

34˚N

35˚N

Fig. 6.　Distribution of profiles (temperature and salinity) observed by Japanese local fisheries research institu-
tions during 2015, delivered by realtime data collection and distribution system.
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よる津波被害によって生じた福島第一原子力発電所の事
故を通じて海洋に直接流出した放射性物質の，陸棚域か
ら外洋域への漏出において，海上風，河川水，潮汐など
の各物理過程が及ぼす役割を明らかにした。今後，新し
い海洋再解析データの従来とは違う目的での利用が広が
ることを期待したい。

3.2　 海況予測システム FRA-ROMSとその水産海洋研
究への活用

国立研究開発法人水産研究・教育機構は，黒潮や親潮
など日本近海域の中規模海況変動をモニタリングし，2カ
月後までを予測するため，海況予測システム FRA-
ROMS（Kuroda et al. , 2016；http://fm.dc.affrc.go.jp/ 
fra-roms/index.html）を開発し，2012年 5月より経常運
用している。同システムは海洋大循環モデル，データ同
化システム，現場データ流通システムの 3つの要素で構
成されている。海洋大循環モデルは ROMS（Regional 
Ocean Modeling System；Shchepetkin and McWilliams, 
2005）を整備したもので，静水圧近似を施したプリミ
ティブ方程式に基づき，中規模渦の解像可能な格子間隔
を採用している（Kuroda et al. , 2013）。データ同化手法
はMOVE（2.1節参照）に準じている。観測値には衛星海
面水温，衛星海面高度，現場水温・塩分を利用している。
特に現場水温・塩分については，GTSPP（Global Tem-

perature and Salinity Profile Programme）データととも
に日本沿岸に稠密に展開されている地方自治体の水産試
験研究機関の現場観測値（Fig. 6）をリアルタイムでシス
テムに組み込めるよう，現場データ流通システムを独自
に開発している（清水ら，2007）。FRA-ROMSは運用開
始から 4年が経過し，現在では海洋流動モデルとしてだ
けでなく，関連する他の数値モデルの基盤として，多面
的な活用が進んでいる。
まず，FRA-ROMSは主要な水産資源の魚群の出現状
況や来遊経路を予測するのに利用されている。例えば，
久野・瀬藤（2015）は熊野灘で採捕されたブリ幼魚の出
生海域を探るため，FRA-ROMSを基にブリ幼魚の生理
的特性を組み込んだ数値実験を実施し，実験によって推
定された出生海域が，船舶調査によって特定された親魚
の産卵海域と一致することを示した。一方，資源変動の
解析にも FRA-ROMSは利用される。浮魚類の資源が変
動する要因として発育段階初期の死亡率や成長の速度が
候補に挙げられるが，これらを評価する際には，孵化し
てから仔稚魚に至るまでに被る被食や疾病状況や輸送過
程で経験する海洋環境などを見積もる必要がある。その
ためには，データ同化システムにより再現された流動場
を用いた粒子追跡実験によって，仔稚魚の経験した海洋
環境や生育環境を分析することが有効である。例えば，
奥西ら（2016）は，耳石解析と飼育実験をもとにマサバ
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の成長式を構築し，FRA-ROMSの水温と流速を外力と
したマサバ仔魚期の輸送と成長を推定するモデルを開発
した。Sakamoto（2016）は，耳石酸素安定同位体比δ18O
からマイワシが経験した水温・塩分履歴を抽出し，
FRA-ROMSの海況環境場と対応させることによりマイ
ワシ成魚が回遊した経路を推定した。FRA-ROMSは，
さらに，プランクトンなどの餌料環境や栄養塩動態の研
究にも利用されている。例えば，日高（2016）は日本南
岸域における動物プランクトン群集の分布特性を解明す
るため，プランクトンの寿命と海況の代表的な時間ス
ケールとの対応関係を分析し，動物プランクトンの海域
定着特性について論じている。Kodama et al.（2015）は，
春季東シナ海中東部に出現する特徴的な栄養塩分布構造
に着目し，それが東シナ海流動場の季節変動特性に起因
することを明らかにしている。
上記の研究の蓋然性を評価するためには，FRA-
ROMSによる海況の再現精度を定量的かつ客観的に示す
ことが不可欠である。Kuroda et al.（2016）は FRA-
ROMS長期再解析値の流動場を用いた卵稚仔輸送実験の
再現精度を評価するため，漂流ブイの輸送経路と追跡粒
子との対応関係を統計的に評価し，粒子追跡実験の精度
を評価する方法を新たに提案した。水産海洋研究に利用
される各種モデルの再現精度を客観的に評価する方法を
整備することは，今後この分野の研究活動の進展に大き
く貢献するものと考えられる。

3.3　 4次元変分法による海洋長期再解析データ FORA

北西太平洋海洋長期再解析データセット FORA-
WNP30（Four-dimensional variational Ocean ReAnaly-
sis for the Western North Pacific over 30 years） は，
MOVE/MRI.COM-WNP-4DVAR（2.1節参照）を元に，
2015年 3月に更新された JAMSTECの地球シミュレー
タを用いて作成された（Usui et al. , 2016）。最新の計算
機資源を利用することで，北西太平洋域で中規模変動を
解像できる分解能を有し，衛星高度計の打ち上げ以前の
1982年からの長期にわたる海洋再解析データセットを作
成することができた。
FORAで利用した海洋大循環モデルは，MRI.COM

バージョン 2.4（Tsujino et al. , 2006）で，水平分解能は
1/10度（北緯 50度以北と東経 160度以東はそれぞれ 1/6

度），鉛直層は海面から 6300 mまで 54層である。境界
値は水平分解能が 1/2度の北太平洋モデルからネスティ
ングにより与えている。また，海氷モデルを結合してお
り，海氷密接度等の海氷の要素も計算している。モデル
の外力には，気象庁 55年長期再解析（JRA-55；Ko-
bayashi et al. , 2015）の日別値を用いた。データ期間は，
現在，1982年から 2014年まである。
海洋同化システムは，MOVEを 4DVARに拡張した

MOVE-4DVAR（Usui et al. , 2015）を採用しており，数
値モデルによる同化ウィンドウ内の場の時間発展を観測
に合うように最適化している。3次元変分法のMOVEで
は解析時刻の前後の観測をすべて同時刻とみなして扱っ
ていたが，MOVE-4DVARでは観測時刻を反映した修正
が行われ，短周期変動の再現に有利である。同化ウィン
ドウは旬ごとの約 10日であり，この期間毎に 4DVARで
初期から 3日間，水深 1500 m以浅の水温・塩分場に加
える同化修正量を最適化している。修正量を 3日間に分
散することにより初期ショックを低減している。また，
海氷についてはナッジングにより海氷密接度を同化して
いる。海洋同化に用いた観測データは，WOD13（World 
Ocean Database 2013）と GTSPPの現場水温・塩分，
MGDSST（Merged satellite and in situ data Globally 
Daily Sea Surface Temperatures）の海面水温，AVISO
が公開している衛星高度計の海面高度偏差である。
FORAは，衛星海面高度計打ち上げ以前の特異イベン

トの再現に成功している。例えば，黒潮大蛇行は，気象
庁の主観解析による日本南岸の黒潮南下緯度と比較し
て，最近の 2004-2005年のみならず，1982-1984年，
1986-1988年，1989-1990年においても，よく再現されて
いた。特に，1986-1988年の大蛇行に注目すると，2.1節
でも述べたような、九州沖の小蛇行が下層の高気圧性渦
と共に発達し大蛇行へと至る様子がよく再現されている。
ここで、下層の高気圧性渦はデータ同化による修正では
なく傾圧不安定により発達しており、力学メカニズムの
再現性が妥当であることがわかる。また，親潮の変動に
ついても，1984年の親潮の異常南下による冷水の広がり
が現れており，期間を通じて最も大きい親潮面積（東経
148度以西，北緯 43度以南で 100 m層水温が 5℃以下
の面積）を示していた。衛星高度計の打ち上げ以前の黒
潮大蛇行や親潮の異常南下の再現については，密な現場



Fig. 7.　Left: MODIS image of SST on 7 March 2005 produced by Japan Aerospace eXploration Agency (©JAXA 
The Earth Observation Research Center (EORC)). Right: SST fields on the same day in FORA.
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観測データが日本の沿岸付近に揃っていることが大きな
要因であると考えられる。また，2005年には，冬から春
にかけて幅の狭い冷水が茨城沖にまで南下していたが，
例えば 3月 7日の海面水温について，人工衛星搭載
MODIS（Moderate Resolution Imaging Spectroradiome-
ter）による海面水温分布と FORAの結果を比較すると，
MODISで捉えられている三陸沖から茨城沖までの細い
冷水の分布が FORAにおいても同様に再現されている
（Fig. 7）。また，銚子沖から東方にかけての黒潮続流の
北側への蛇行も，FORAに現れているようである。この
ように，暖水と冷水が混じりあう混合水域におけるメソ
スケール現象を捉えることができるのも，観測時間も考
慮した修正を行う 4DVARの利用と空間解像度が渦解像
であることの効果が大きいと思われる。
一方，FORAにはいくつか問題点もある。表層水温に
バイアスが見られること，海面高度データの入力前後
（1993年前後）の黒潮続流域などにおける渦活動性に違
いがあること，旬ごとの同化ウィンドウ間のギャップが

あることなどがある。これらについては，FORAの利用
者の意見も参考に今後の改善に向けて検討を行ってい
る。FORAのデータセットは一般公開されており，研究
の範囲内で利用が可能である。水平流速，水温，塩分，
海面高度と海氷密接度の日平均データが提供されてい
る。データセットの詳細は，FORAのホームページ
（http://synthesis.jamstec.go.jp/FORA/）に記載してい
る。

3.4　 気候変動研究の為の長期全球海洋環境再現データ
セット ESTOC

ESTOC（Estimated STate of Ocean for Climate re-
search）は，データ同化手法を応用したデータ統合実験
を通じて作成された準全球全層長期海洋環境再現データ
セットであり，水温・塩分・流速等の物理場に加え，生
物化学変量も含んでいる。計算領域は南緯 75度から北
緯 80度の準全球であり，水平解像度は 1度，計算期間
は 1957年から 2011年の 55年間である。JAMSTECで
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運用されていて，地球シミュレータを用いた大規模並列
計算により作成されている。その詳細は，物理モデルに
ついては Osafune et al.（2015）を，低次生態系モデルに
ついては Doi et al.（2015）を参照されたい。
本データセットの物理部分に関しては，2.4節で紹介し

た結合同化システムの海洋部分を用いており，データ
セット作成の期間全体を 1つの同化ウィンドウとした
4DVARにより大気外力を含めて最適化している点が大
きな特徴である。この手法には，計算期間を通じて海洋
内部における熱・塩分・運動量等の人工的なソース・シ
ンクがなく，モデル方程式で表される力学と整合した四
次元変動場が得られるという利点がある。モデル方程式
に則って無理なく観測データを補間する事から，しばし
ば力学内挿とも呼ばれる。アジョイントモデルは，元の
モデルの非線形性が大きい程不安定化しやすく，長期積
分する事が困難となるため，本システムでは比較的解像
度の粗いモデルを使用している。このため，中規模渦が
本質的な役割を果たすような現象はパラメタリゼーショ
ンに依存しており，適切に表現出来ていない可能性があ
る。力学内挿では，誤差を含む様々な情報を持った観測
データから，モデルによって表現可能な力学と整合した
シグナルのみを抽出する事が可能である。海盆スケール
の気候変動においては，中規模渦より大きな時空間ス
ケールを持った力学が主要な役割を果たす現象が多く，
力学内挿によって推定された ESTOCは，そのような気
候変動現象を対象とする研究を行ううえで有用なデータ
セットである。同様の手法を用いて全球規模で数十年ス
ケールのデータ統合を行えるシステムは世界的にも稀有
であり，ESTOC以外には，アメリカの JPL/MITを中心
に開発された ECCO （Estimating the Circulation and 
Climate of the Ocean；Wunsch and Heimbach, 2013），
およびドイツのハンブルグ大で開発された GECCO（ the 
German partner of the ECCO effort；Köhl, 2015）があ
る。それらの中でも本システムは，独自に開発したアノ
マリー同化手法を適用するなど，特に深層の再現性に注
意を払って設計されており，近年，観測から明らかに
なった海盆規模の底層昇温（例えば，Fukasawa et al. , 
2004）を唯一再現に成功している。この他，表中層にお
ける様々な時間スケールを持った現象についても，複数
の例についてその再現性が実証されている（Osafune et 

al. ,  2015）。
ESTOCでは，上記の物理モデルに対し，Oschlies 

（2001）の NPZDモデルをベースに，全炭酸およびアル
カリ度を組み込んだ低次生態系モデルをカップルしてお
り，グリーン関数法（Menemenlis et al. , 2005）を用い
て，生物地球化学パラメータの最適化を行った（Doi et 
al. , 2015）。このモデルでは，無機溶存炭素やアルカリ度
の気候場をよく再現しているだけでなく，十年規模の溶
存無機炭素の増加量についても，過去の観測に基づく推
定をよく再現している事が確かめられている。このよう
な物理場と整合性のとれた統合的データセットは炭素循
環の動態把握などにも利用可能であり，他の全球規模長
期海洋環境再現データセットにない特徴の 1つである。
以上のように，ESTOCは，気候変動に関わる海洋の
役割を解明していくうえで有用な，世界的にも貴重な
データセットである。しかし，全ての海洋構造や変動を
網羅的に再現出来ているわけでなく，渦より大きな時空
間スケールを持った現象に関しても万能なデータセット
とは言えない。そのため，現在 JAMSTECでは，より精
緻なデータセットの作成のため，より高解像度の次期シ
ステムを開発するとともに，拡散スキームの更新など現
行システムの改良も進めている。

4.　高度利用のための取り組み

これまでにも紹介したように，データ同化プロダクト
は，そのまま利用する他に，漂流予測や海中の粒子追跡
のための海流場や，大気モデルの海面境界条件として利
用するなど，様々な方法により有効活用が図られている。
本節では，上記のような有効活用をさらに促進するため
の取り組みとして，マルチシステムアンサンブルとハビ
タットマッピングについて紹介する。

4.1　 マルチシステムアンサンブルの利用

マルチモデルアンサンブル（Multi Model Ensemble: 
MME）とは，複数の異なるモデルによるシミュレーショ
ン（メンバー）の集合を指し，MME法とはメンバーの情
報を統合し個々のメンバーよりも精度の高い推定値を作
り出す手法を指す。また，モデルとしてデータ同化シス
テムを利用する場合，特にマルチシステムアンサンブル
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と呼ばれる。MME法は，全てのメンバーを等しく扱う
アンサンブル平均（単にMMEとも呼ぶ）と，回帰分析を
利用したMulti Model Super Ensemble（MMSE）に大別
される。MMSEでは観測値を背景にした線形重回帰をも
とに，個々のメンバーに対する統計的な荷重を決定する。
アンサンブル平均については，例えば海洋再解析相互
比較（ORA-IP）プロジェクトにおいて，複数の海洋デー
タ同化システムのアンサンブル平均が個々のシステムに
勝ることが示されている（例えば，Toyoda et al. , 
2016a）。またMMSEについては，例えば Krishnamurti 
et al.（2000）が，ハリケーンの進路と強度の予測に対し
て個々のモデル結果よりもMMSEの結果が高性能であ
ることを示している。そこで本節では，マルチシステム
アンサンブルの例として，Han et al.（2016）による，日
本海に通じる主要な 3つの海峡（対馬海峡，津軽海峡，
宗谷海峡）の通過流量をマルチシステムアンサンブルに
より推定した結果を紹介する。
日本海は半閉鎖性海域であるため，主要な 3つの海峡
での流入量の和と流出量の和はほぼ一致するはずである
が，それぞれの海峡で観測された流量の収支はバランス
していない。一方，海洋データ同化システムでは，シス
テムによって海峡毎の流量に違いがあるものの，3海峡の
流量収支はそれぞれバランスしている。そこで，同化シ
ステムと観測データの双方の長所を生かすため，MME
法により 3海峡の通過流量を推定した。なお，ここでは
アンサンブル平均の他，MMSEとして重回帰分析とリッ
ジ回帰分析をおこなった。
MMSEでは，観測データは従属変数の役割を果たす。

対馬海峡の通過流量は博多―釜山間を往復するフェリー
に搭載されたADCP観測（Fukudome et al. , 2010）から，
津軽海峡の通過流量は西田ら（2003）の手法に基づき海
峡間の水位差から，宗谷海峡の通過流量はADCP観測と
海洋レーダーから（Fukamachi et al. , 2010），それぞれ
推定している。これら 3つの海峡通過流量の収支は年平
均で 0.37 Svとなり，バランスしていない。一方，独立変
数であるメンバーとして使用するのは，DREAMS（2.2節
参照），MOVE-WNP（2.1節参照），JCOPE2（3.1節参照）
お よ び U.S. Naval Research Laboratory の HYCOM
（Cummings et al. , 2013）の 4つのシステムによる海洋
データ同化プロダクトである。それぞれのシステムで海

峡通過流量の平均値と変動量は違うが，観測と同様の季
節変化のパターンを示している（Fig. 8a）。
以上の観測データと同化システムの結果を利用して，3
海峡を 1つのシステムであると考えMME法を実行した。
その結果，多くの統計的指標でMMSEの結果が高い精
度を示した（Fig. 8）。また，MME法の結果では観測デー
タで流量収支が釣り合わない問題が解決されている。た
だしアンサンブル平均では，津軽海峡で観測値より大き
く，宗谷海峡で観測値より小さく推定された。津軽海峡
で推定流量が過大となるのは，すべてのシステムで通過
流量が過大なためである。一方，MMSEによる推定流量
は，対馬海峡で観測流量より小さく，津軽海峡で観測流
量より大きい結果となった。
この推定結果の正当性を検証するため，流量と関連性
の高い海峡間の圧力勾配をMME法で推定した。圧力勾
配の計算には，AVISOの衛星海面高度計データを利用
した。対馬，津軽，宗谷海峡の出入口の高度差について
MME法で推定したが，その傾向は流量と変わらなかっ
た。結局，本研究の結果から対馬海峡（津軽海峡）で観
測された通過流量は過大評価（過小評価）であると考え
られる。このように，MME法により，個々のシステム
を用いるよりも高精度な解析が可能となる場合がある。

4.2　 海洋データ同化を利用したハビタットマッピング

ハビタットマッピングは環境データを用いて対象とな
る生物の好適生息域を推測する手法であり，水産分野で
は沖合～外洋漁業における漁場探索の手法として近年，
注目され始めている。水産分野でのハビタットモデル研
究では，これまで海面水温やクロロフィル a濃度等の衛
星観測データを使ったものが多かったが，近年では，
データ同化技術の向上に伴い高解像度の海洋再解析デー
タが作成されるようになり（3節参照），また再解析デー
タを初期値とした海況予測データの入手も比較的容易に
なったことから，これらのデータを用いたハビタットモ
デルの構築が試みられるようになった。海洋再解析デー
タには，欠測が無く，全ての漁獲データとの統合解析が
可能である，海表面だけでなく亜表層のデータも利用で
きる，再解析を初期値とした予測実験の結果にハビタッ
トモデルを適用した漁場予測が可能である，といった利
点がある。そこで本小節では，文部科学省気候変動適応
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Fig. 8.　(a) Monthly averaged volume transports through straits from January 2003 to December 2007. The ob-
served data, reanalyses of models (DREAMS, MOVE, JCOPE, and HYCOM), and multi-system ensemble esti-
mates (ensemble mean: EW, multiple linear regression: MLR, ridge regression :RR) are represented by the gray 
cross mark, colored square marks and circle marks, respectively. (b) Statistical analysis using a Taylor diagram 
for volume transport. The reference (REF) at the bottom indicates the observation. (c) Five-year mean model 
volume transports through Tsugaru Strait. Horizontal line: the observation.
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Fig. 9.　Screenshot of the web page providing fishery and ocean state information on the website “Summer Fish-
ing Ground of Neon Flying Squid” on 30 June 2016. The left panel depicts the HSI map for Neon Flying Squid. 
The right panel depicts the temperature field at 200 m depth.
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研究推進プログラムの研究課題「気候変動に伴う水産資
源・海況変動予測技術の革新と実利用化」で行われた，
海洋再解析データを用いたアカイカ漁場予測の事例
（五十嵐ら，2011）について紹介する。
アカイカ（Ommastrephes bartramii）は北太平洋に広

く分布する外洋性のイカである（ Ichii et al. , 2004）。寿命
は 1年で，亜熱帯の産卵域と摂餌場となる亜寒帯域との
間で季節的な南北回遊を行う。北太平洋における系群は
産卵時期により秋生れ群と冬春生れ群に分かれ，日本漁
船の操業は冬季に三陸沖（36ºN以北，147ºE以西）で行
われる「冬イカ漁」と夏季に北太平洋中央部（37-46ºN，
175ºE-160ºW）で行われる「夏イカ漁」がある。
ハビタットモデルは，対象となる生物の資源量と様々

な環境変数との散布図から統計的な関係式を作成し，そ

れらを統合することにより，対象生物の好適環境を推定
する統計モデルの総称であり，その例としては，各環境
変数の好適度を Suitability Index（SI）で表現してそれら
を統合する Habitat Suitability Index（HSI）などが挙げ
られる（齊藤，2014）。アカイカのハビタットモデル作成
には，環境変数としてMOVE-WNP（2.1節）と FORA
（3.3節）のデータを使用した。アカイカは，夜間は索餌
のため海面付近まで上昇するが日中は水深 120-600 m付
近に留まる（酒井ら，2006）ことから，海洋表層だけでな
く亜表層の環境がハビタットに影響を及ぼすため，3次元
の海洋環境情報が得られる再解析データの利用は有効で
ある。作成されたハビタットモデルから得られる漁場推
定の結果から，三陸沖の「冬イカ漁場」では黒潮の北側
に出現する暖水渦がアカイカの漁場形成に影響を及ぼし
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ていることが明らかになった（五十嵐ら，2011）。MOVE-
WNP及び FORAの水平解像度は 1/10度であり中規模
渦の位置や 3次元構造が精度良く再現できているため，
暖水渦の縁辺部にアカイカ漁場が形成されていることが
ハビタットモデルにより捉えることができた。
海洋再解析データと漁獲データとの統合解析により作

成したアカイカのハビタットモデルを海況予測モデルの
結果に適用することにより，アカイカ漁場の予測が可能
となる。現在，本研究で作成した 2つの漁場のハビタッ
トモデルを海況予測に適用したアカイカ漁場予測マップ
を漁業者に対してウェブ配信している。このうち北太平
洋中央部での「夏イカ漁場」については，JAMSTEC地
球情報基盤センターで開発した海況予測システム
SKUIDS（Scalable Kit of Under-sea Information Deliv-
ery System）により 6～ 8月の漁期についてオペレー
ショナルな海況予測を行い，ハビタットモデルを適用し
て漁場予測マップを作成している。漁業者は，操業中の
漁船から衛星通信を介してインターネットにアクセスし，
5日先までの亜表層水温図と漁場予測マップを閲覧する
ことができる。「夏イカ漁場」ウェブサイト（Fig. 9）で
は，プルダウンメニューの選択により，5日前～ 5日後ま
での HSIマップ及び亜表層水温図が 2画面表示される。
このような漁海況情報を日々の操業に役立てることによ
り漁業の効率化が図られ，その結果として漁船の燃油代
節約につながっていることが漁業者から報告されている
（淡路，2014）。
現在，ハビタットモデルの構築には海面高度・水温・
塩分・流速といった物理環境変数のみが利用されている
が，今後，海洋再解析・海況予測データと整合性のある
海洋低次生態系モデルプロダクトが作成されるようにな
れば，そこから得られる生物環境変数を入力としたハビ
タットモデルが構築でき，モデルの更なる精度向上や漁
場形成メカニズムの新たな理解につながることが期待さ
れる。

5.　新たな同化技術の開発

本節では，今後の海洋データ同化システムの発展に向
けて，データ同化技術をさらに高度化するための取り組
みについて紹介する。

5.1　 100 km以下のスケールの現象の再現に向けた取り
組み

JCOPE（3.1節参照）では，最近，現状の衛星海面高度
計の計測限界である 100 km（Fu and Ferrari, 2008）以
下の空間スケールの現象の把握と予測を行う研究に取り
組んでいる。現在開発中の面的海面高度計（市川，2014）
の実現が上記の達成には有効であるが，その他にも，同
化できる観測データの種類と数を増やす努力を行ってい
る。例えば，宮澤ら（2015）は流速の地衡流成分の同化
手法を開発し，漂流ブイや船舶に加えて，オオミズナギ
ドリの海上休息時の偏流データの同化にも取り組んだ。
その結果，こうしたデータが地衡流成分を十分に含んで
いる場合には，推定精度の明らかな向上が見られ，空間
スケール 100 km以下の現象を捕捉できる可能性が示さ
れた（Miyazawa et al. , 2015）。また，静止気象衛星ひま
わり 8号の高頻度（10分間隔）・高解像度（2 km格子）
海面水温データを同化し，より時空間スケールの小さな
現象を捕捉・予測するための研究にも着手している（宮
澤・美山，2016）。さらに，こうした研究を進める中で，
観測データを取得する現場の関係者に予測プロダクトを
提供し，観測データ取得と予測精度向上のフィードバッ
クループを動かすことで，観測網をさらに強化していく
展望も見出されている（Miyazawa et al. , 2015）。
より時空間スケールの小さな現象を適切に同化してい

くためには，同化に必要な予測誤差共分散を，現象や観
測データの時空間特性の変動に応じて力学的に変動させ
る「動的な同化手法」（淡路ら，2009）の適用が必要とな
る。例えば，Usui et al.（2015）は，4DVARの導入により
黒潮の小規模波動や数日スケールの沿岸水位変動の再現
性が向上することを示している。一方 JCOPEでは，ア
ンサンブルカルマンフィルタのひとつである Local En-
semble Transformation Kalman Filter（LETKF；Hunt 
et al. , 2007）を海流予測に適用する研究を進めている。
最初に，冬季紀伊水道に出現する熱塩フロントとその沖
合の黒潮変動の相互作用を検出する研究に取り組み，
LETKFによって表現される時空間変動する予測誤差共
分散が，互いに時空間スケールが異なる現象の相互作用
の記述に有効であることを示した（Miyazawa et al. , 
2012a）。次に，時空間的に高解像度（1 km）の衛星海面



(a) (b)

Fig. 10.　Examples of 1-month lead Kuroshio path forecast south of Japan. Blue (red) curves: the Kuroshio path 
predicted by LETKF (JCOPE2).  Purple curves: the weekly mean Kuroshio path reported by the Japan Coast 
Guard (all data including the target day in their averaging periods are plotted). Thick (thin) contours: shore-
lines (iso-depth lines: 200, 1000, 2000, 3000, 4000, and 5000 m). (a) Forecast on 8 May 2016 starting from 8 April 
2016. (b) Forecast on 16 May 2016 starting from 16 April 2016.
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水温データMODISの同化を LETKFに導入し，1/36度
格子の海洋モデルで空間スケール 25～ 50 kmの黒潮前
線波動の検出が可能であることを示した（Miyazawa et 
al. , 2013）。さらに最近では，LETKFを気象衛星ひまわ
り 8号海面水温データの同化に適用するとともに，派生
プロダクトとして得られるアンサンブル予測データの黒
潮流路予測への活用にも取り組んでいる（Fig. 10；宮澤・
美山，2016）。今後は，4次元変分法を適応した場合と同
様に観測データに含まれる時間変動の情報を効果的に取
り込むため，4D-LETKF-Running-In-Place法（Kalnay 
and Yang, 2010）の適用を進めていく予定である。

5.2　 極域における海洋・海氷データの同化

極域の海洋・海氷現象に対するモデリング研究は，極
域における物理プロセスや深層水形成，温暖化の増幅，
中緯度気候への影響などの理解のため，近年，活発に行
われている。その中で，現実的な再現を得るため，デー
タ同化手法を用いたモデル系統誤差の低減についても研
究されている。極域では中低緯度に比べて観測が圧倒的
に少ないため，データ同化による力学を用いた補間の重
要性は相対的に高くなる。その一方で，極域における

データ同化に特有の課題も存在する。例えば，海水は過
冷却を除き，結氷点以下にはならないのが現実であるが，
誤差情報のみから作成した推定値は非現実的な値をとり，
そこから計算した同化修正量をモデルに与えると，モデ
ルの場を大きく歪める可能性がある。さらに，結氷点は
塩分の関数であるが，モデルでの極域における塩分の再
現性については大きな課題が残されていて、このことが
結氷点とさらには上記のプロセスを通じて，解析水温に
も影響しうる。同様に，海氷の密接度や厚さは正の値の
みを取るので，これら変数の同化にもそれに対応した取
り扱いが必要である。これらは，降水量データの同化や
海洋の水塊特性を考慮した同化（Usui et al. , 2011）など
とも共通する部分があり，今後更なる手法の開発が必要
である。
また，海洋・海氷モデルへの境界条件を与える大気再
解析データに大きな誤差が報告されている。例えば，気
象庁の大気再解析（ここでは JRA-25を 2005年以降に延
長したもの）には氷縁域において船舶観測と比べて約
6℃の低温バイアスがあることが報告されており，大気
再解析における海氷分布の取り扱いの問題が指摘されて
いる（ Inoue et al. , 2012）。加えて，低層雲の再現やメル
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トポンドの効果などアルベド（反射率）の推定に関係した
困難もあり，現状では大気再解析間の食い違いが大きく
（Lindsay et al. , 2014など），氷縁部・中央部ともに観測
される地上気温分布の十分な再現には至っていない（Ja-
kobson et al. , 2012など）。
近年，海洋・海氷モデルにおける海氷分布の再現には，

海面強制，特に上記の地上気温の影響が非常に大きいこ
とが明らかになりつつある（例えば，Hunke, 2014）。同
化する観測データのうち最も広く使われているのは，衛
星観測により北極海の長期間データが得られている海氷
密接度であるが（例えば，Lindsay and Zhang, 2006），
モデルの海氷密接度をデータに強く復元しても，海氷上
端温度の格子点値（格子領域内の海氷上端温度と開氷部
水温の面積平均）はほとんど変わらず，この温度の決定
について大気強制が支配的であることが示唆される
（Toyoda et al. , 2016b）。また，オホーツク海での実験で
も，海氷密接度の時間変化に対する寄与（タームバラン
ス）を調べると，海氷密接度の復元による同化修正項と
熱力学項が釣り合っており，同化による修正のないモデ
ル力学の自然な熱力学・力学的つり合いにおいては観測
される海氷分布の再現が困難であることが示されている
（碓氷ら，2010）。つまり，これまで行われてきた海氷密
接度データの同化実験では，海氷密接度の修正と大気強
制の不整合のために海氷場の熱力学構造が歪められてお
り，予報の際には大きなショックが起こることが予想さ
れる。
このような問題意識から，Toyoda et al.（2016b）は海
氷密接度データを同化する際に，この修正と整合するよ
うに大気強制の一部である地上気温・比湿を修正する手
法を開発した。この手法で熱力学的により整合した海氷
場が実現することにより，大気場の修正を行わない実験
に比べて観測に近い解析場が得られた。同時に，上記の
大気場の修正は報告されている大気再解析データの誤差
を低減するような修正であることが確認され，海氷の鉛
直構造（厚さ・温度分布）を変えずに面積を修正し，海
氷上端温度格子点値の変化分を大気場にも反映させると
いう比較的簡便な手法ではあるものの，解析場全体の改
善に繋がっていることがわかった。
なお，海氷の初期値化については，海氷密接度以外に

も海氷速度データの同化が行われている（例えば，Zhang 

et al. , 2003）。また，今後の気候研究において，海氷厚
データの同化（例えば，Lindsay et al. , 2012）が特に重要
なテーマになると考えられるが，その際にも，上記のよ
うな海氷の熱力学のタームバランスを考慮した同化が有
効である。また，海氷の初期値化に加えて，海洋表層の
成層・貯熱量の初期値化が予測研究の重要な要素であり
（例えば，Toyoda et al. , 2011），海氷下での更なる海洋
観測（例えば，Toole et al. , 2011）や同化手法の高度化
（例えば，Kauker et al. , 2009）も必要である。

5.3　海洋生態系生物変数のデータ同化に向けて

データ同化は物理分野のみならず，低次海洋生態系モ
デル（以後，生態系モデル）を始めとした海洋物質循環
の分野にも，近年，広がりをみせている。データ同化手
法には大きく分けて，（1）なんらかの強制力を与えてモ
デル値を任意の値に近づけるものと，（2）参照値に近い
結果を出したパラメータ群を選出するものとがある。本
小節では（2）のデータ同化手法を用いた生態系モデル研
究について焦点を当てる。
生態系モデル変数の数は研究目的に応じて大きく異な

る。栄養塩（N），植物プランクトン（P），動物プランク
トン（Z），デトリタスなどの有機物（D）がそれぞれ 1種
類のいわゆる NPZDモデルから，数種類のものまで様々
である。日本では生態系モデル NEMURO（ the North 
Pacific Ecosystem Model Used for Regional Oceanogra-
phy；Kishi et al. , 2007）がよく知られている。変数の数
が増加するのに伴い，それらを制御するパラメータの数
もまた増加する。NEMUROのコンセプトをもとにして，
粒状有機物プロセスなどを強化し，鉄サイクルを加えた
NSI-MEM（ the Nitorgen, Silicon and Iron Regulated 
Marine Ecosystem Model；Shigemitsu et al. , 2012）では，
モデル変数の数は 14であり，パラメータの数は 100を超
える。これらの生理パラメータには，現実での詳細が知
られていないものが数多く存在し，過去に室内実験で値
が調べられていたとしても，現場状況によって異なると
の議論もあり，その値の推定の幅は大きい。モデル
チューニングには人力で経験的・職人的な方法に頼るこ
とが多々ある。一方で，遺伝的アルゴリズム（例えば，
Schartau and Oschlies, 2003），BHM（Bayesian Hierar-
chical Model；例えば，Fiechter et al. , 2013）やグリーン
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関数（Toyoda et al. , 2013）などを用いて最適な生態系パ
ラメータを見積もるデータ同化手法も研究されてきた。
その一例として，ここでは，遺伝的アルゴリズムを用い
た最新の研究（Hoshiba et al. , 2017）の一部を紹介する。
遺伝的アルゴリズムは生物の進化を模倣した，交叉，

変異や選択を通して，参照値に近い結果を出すモデルパ
ラメータを選ぶ最適化アルゴリズムである。Hoshiba et 
al. ,（2017）は NSI-MEMの植物プランクトン 2種（PL，
PS）に対してデータ同化を行っている。PLはケイ藻類を
主とした大型の植物プランクトンを，PSはそれ以外の小
型のものを想定している。この 2変数を制御するパラ
メータを見積もるには，PL，PSの観測された濃度が参
照値として必要になるが，それぞれの時間・空間的に連
続した細かな濃度分布を得るのは難しかった。しかしな
がら近年，衛星データからクロロフィル aと色素を用い
て植物プランクトン種を分類する研究が進展し（Hirata 
et al. , 2011），異なる植物プランクトングループ（すなわ
ち，PLと PS）の 2変数についてのデータ同化が可能と
なった。そこで本稿では，モデル内の表層 PL，PS濃度
を 1998年の衛星観測値を使って同化を行い，PL，PSに
直接関係する 23個の生態系パラメータについて最適な
値を見積もった結果について示す。使用したモデルは 3
次元の NSI-MEMで，物理場としてはMOVE-WNP（2.1
節参照）のデータを用いた。計算領域，水平格子サイズ
もMOVE-WNPに合わせた。なお，これら全ての格子で
パラメータ推定するのが理想であるが，鉛直的観測の少
なさやコンピュータ資源の都合上難しいので，今回はそ
の第一歩として，1次元 NSI-MEM（Shigemitsu et al. , 
2012）で測点A4（42.25ºN，145.125ºE）におけるパラメー
タ推定を行い，そのパラメータを 3次元で使用した。
パラメータ推定を行った場合と，行わない場合の植物

プランクトン濃度分布の一例を示す（Fig. 11）。パラメー
タ推定により，春季ブルームが起こっている 5月の亜寒
帯域で濃度が PL，PSともに大きくなる。PL濃度の亜寒
帯域と亜熱帯域の大小コントラストもはっきりし，衛星
観測分布に近づいている。衛星観測値との相関を月ごと
の 1年平均で調べても，パラメータを見積もったほうが
PL，PSどちらも相対的に大きい。亜熱帯や亜寒帯の他
観測点でパラメータ推定を行った場合でも，プランクト
ンブルームのタイミングなどが衛星観測のそれに近づく

など，対象海域での改善がみられる。
もし全ての格子点でパラメータ推定ができるのであれ
ば，モデルはさらに参照分布に近づくと期待される。今
後，観測網の整備が進み，コンピュータ資源が豊富にな
ることにより，生態系モデルを始めとした海洋物質循環
分野でも，データ同化の重要性がより一層高まっていく
と予想される。

5.4　 アジョイント感度解析を用いた最適観測網の構築
にむけて

アジョイント手法を用いた海洋データ統合システム
（すなわち 4DVAR）が 2000年代に入り本格的に実用化
されるようになってきたことを受け，それを気候変動研
究に利用する研究も増えてきた。例えば，Masuda et 
al.（2010）は地球の熱バランスの変化を考える上で無視
できないと考えられている北太平洋底層での水温上昇の
要因を調べるために，深層のトレーサー感度まで評価で
きる四次元変分法データ同化システムを用いた感度解析
シミュレーション実験を実施し，この水温上昇の動態と
原因について重要な指摘をしている。
また，観測網の整備にアジョイント感度を利用する研
究も継続的に行われており（例えば，Köel and Stammer, 
2004；Masuda et al. , 2015b）実応用に向かって着実に進
んでいる。アジョイント感度解析はモデル内のある物理
変数を 4次元（空間 3次元，時間 1次元）的に任意に変
化させたとき，ある時間，地点で同じ，あるいはほかの
物理変数が力学に基づいてどのように変化する可能性が
あるか（感度）を時間逆方向に計算する解析手法である。
本小節では，深海の環境変動に関して，そのモニタリン
グシステムの構築にアジョイント感度解析の利用可能性
を調べた研究を紹介する。
近年，気候変動による政府間パネル第 5次報告書でも
触れられているように，2000 mより深い海洋中深層の海
洋環境変動が注目されている。Fukasawa et al.（2004）
が高精度の反復海洋観測によって初めて深層昇温の存在
を明らかにして以来，様々なアプローチの観測，解析が
実施されており，特に中・深層の貯熱量変化と地球環境
変動との関連などについて，包括的な理解を深めること
の必要性が指摘されている（例えば，Kouketsu et al. , 
2011）。このため，中・深海の海洋環境を正確に把握す



Fig. 11.　Distributions of phytoplankton at the surface in May 1998. (a), (b) Distributions of PS (small phytoplank-
ton) and PL (large phytoplankton) from satellites observations. (c), (d) Distributions of PS and PL simulated by 
NSI-MEM before the parameter estimation in Section 5.4. (e), (f) Same as (c), (d) but after the parameter esti-
mation. Areas without data are left blank.
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Fig. 12.　Adjoint variable for a decadal heat content increase from 2000 to 2010 below 2000 m depth. The distri-
bution is for 1990 at the depth of 3000 m. Cited from Masuda et al. (2015b).
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ることが求められており，定常的なモニタリングのため
に，自動昇降型漂流ブイを利用する国際的な計画も現在
検討されている。
上記のような背景のもと，Masuda et al.（2015b）は大

深度フロートを効率的に展開するための観測網構築に向
け，アジョイント感度解析実験を実施した。2000 m以深
の貯熱量の 10年規模の変化に対して，どの海域の海洋
変動がどの程度の影響力を持ちうるかを定量的に示すの
が目的である。用いられたのは 3.4節で記述した ESTOC
で利用したのと同様の 1度の水平解像度を持つ 46層の
レベルモデルで準全球・全層海洋を再現したものである。
Fig. 12に感度解析結果の一部を示す。2000年から

2010年の 10年間で 2000 m以深の貯熱量が増加したと
いうシグナルに対して，20年間のアジョイント逆追跡を
行った結果である。10年スケールの貯熱量変化には南大
洋と北大西洋の限定された海域に大きな感度がみられ，
それらの海域での長期モニタリングの重要性を示唆して

いる。この結果は，深海型アルゴフロートの効率的展開
を考える上で重要な示唆を与える。これらの研究成果は
まだほとんど実海域で検証されていないが，今後，パイ
ロット観測などを通して検証を重ねることで最適観測網
の構築に資する可能性がある。

6.　今後のさらなる発展のために

これまで述べてきたように，日本の海洋データ同化研
究はこの 20年あまりで着実に進展し，今では海洋データ
同化プロダクトが，研究のみならず，漁業や海運，気象・
気候予測，防災，沿岸保全のための実用情報としても利
用されるまでになった。しかしながら，小規模スケール
の現象や生態系，海氷などに関わる現象について，今後，
再現性を高めていく必要があり，プロダクトの利用に関
してもさらなる有効活用の余地を残している。すなわち，
海洋データ同化研究は今後も発展を続けなければならな
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い。そこで本節では，本稿のまとめとして，日本の海洋
データ同化研究が今後も発展を継続するために何が必要
かについて論ずる。
まず，第 1に必要なことは，データ同化プロダクトの
利用を普及させ，その有用性の認知を広めることである。
そのためには，データを単に公開するだけでなく，ユー
ザが利用しやすいように加工することが大切である。例
えば，月平均値やその気候値，偏差を提供するだけでも
効果的かもしれない。また、4.2節で紹介した HSIは漁
獲と直接関係し漁業関係者にとって利用しやすい情報で
あるが，このようなデータの提供も有効な手段の 1つで
ある。プロダクトの仕様や精度の情報もできるだけ公開
するのがよい。データの取得や可視化のためのホーム
ページなどインフラの充実も望まれる。プロダクトの有
用性や利用法などについて学会などの場で積極的に発表
していくことも必要である。プロダクトの充実，データ
同化研究の進展のためには，ユーザからのフィードバッ
クを受けることも有効である。ユーザのニーズやユーザ
の視点からみたプロダクトの欠点に関する情報を受け，
システムの改良につなげ、より良いプロダクトをユーザ
に提供するといった，正のフィードバックを構築するこ
とが，今後の普及促進のための近道である。
第 2に，新しい観測データを同化する手法の開発や新

しいモデルへのデータ同化の適用を積極的に進めていく
ことが必要である。たとえば，10 km程度の小規模ス
ケール現象を再現するには，現在，一般に同化されてい
る観測データだけでは足りず，海洋レーダーなど沿岸観
測網の充実のほか，5.1節で紹介したような新たな種類の
データを取り込んでいく必要もある。今後，面的海面高
度計衛星の打ち上げも予定されており，技術の進展によ
りさらに画期的な観測データが供給される可能性もある。
2.1節や 2.3節で述べたように，これまでも技術革新に伴
う観測システムの飛躍的な変化がデータ同化技術の進展
をもたらしてきた。それゆえ，今後もデータ同化研究が
進展を続けるためには，新たな観測データを同化するた
めの技術を開発する努力を怠ってはいけない。また，さ
らに幅広い分野で活用可能なプロダクトの作成のために
は，5.2節，5.3節でも述べられたように，海氷や生態系な
ど，新たな領域の数値モデルへの適応も積極的に進めて
いかなければならない。

第 3に今後の研究・開発を担う次世代のデータ同化研
究者の育成が必要である。しかしながら，海洋データ同
化を学ぶには，海洋学や数学の他，数値モデルや観測
データの知識も必要となり，一般にその習熟には時間が
かかる。さらに昨今の数値モデルの複雑化や海洋分野の
学生数の減少とも相まって，若手研究者が育ちにくい状
況にある。この状況の打開は容易ではないが，そのヒン
トはこれまでの歴史に隠されているかもしれない。例え
ば，2000年代の初めに多くの若手研究者が育ったのは，
2.4節で紹介した結合同化システムの開発という大型プロ
ジェクトによるところが大きい。さらに遡ると，諸先輩
方が 20年前にWMO国際データ同化シンポジウムで受
けた衝撃から，その後の研究ビジョンを描き，データ同
化夏の学校を通じて若手研究者と共有したことが，上記
の大型プロジェクトにつながり，これまでの日本のデー
タ同化研究を支えてきたといえるのではないであろうか。
そう考えると，日本のデータ同化研究がこれから何を成
し遂げるかについて，若手研究者と共有できるようなビ
ジョンを描くことこそが，今後の発展のために求められ
ることかもしれない。
これまで，日本のデータ同化研究は，いくつかの
ショックをばねに変え，飛躍的な発展を遂げてきた。今
後も，これまでと同様に常に現状に危機感を持ち，今後
の発展への原動力としていくことが望まれる。
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Japanese studies of ocean data assimilation: milestones 
over the past 20 years and future perspectives

Yosuke Fujii 1＊，Masafumi Kamachi 2，Naoki Hirose 3，Takashi Mochizuki 2，Takashi 
Setou 4，Toru Miyama 2，Nariaki Hirose 1，Satoshi Osafune 5，Sooyeon Han 3，Hiromichi 
Igarashi 2，Yasumasa Miyazawa 2，Takahiro Toyoda 1，Yasuhiro Hoshiba 6，Shuhei 

Masuda 5，Yoichi Ishikawa 2，Norihisa Usui 1，Hiroshi Kuroda 7 and Katsumi Takayama 3

Abstract
　　In 1995, the World Meteorological Organization （WMO） Second International Symposium 
on Assimilation of Observation in Meteorology and Oceanography was held in Tokyo, which 
initiated the Japanese Summer School on Data Assimilation. Over the past 20 years, the ocean 
data assimilation research community in Japan has accomplished remarkable achievements, in-
cluding the successful prediction of the Kuroshio large meander and the development of a cou-
pled atmosphere-ocean four-dimensional variational data assimilation system, which is the only 
one in the world. Ocean data assimilation systems are now operationally used to monitor and 
forecast the ocean state, and their products, or ocean reanalysis datasets, are broadly provided 
for oceanographic and climate studies, fisheries management, the prevention of oceanic disas-
ters, and the maintenance of coastal areas. This paper provides a summary of the achieve-
ments of the research community, the current status of ocean data assimilation products, and 
ongoing research subjects in the community. Additionally, the requirements for successful 
progress in this research areas are discussed from a future perspective.

　　　Key words： Ocean Data Assimilation, Ocean Reanalysis, Ocean Forecasting, 4DVAR Coupled 
Atmosphere-Ocean Data Assimilation System, Japanese Summer School on Data 
Assimilation 
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